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資料１ 

福島市社会福祉法人・社会福祉施設運営指導及び監査実施要綱 

 

第１章 総則               

（趣旨） 

第１条 この要綱は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）、老人福祉法（昭和３８年法

律第１３３号）、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下

「障害者総合支援法」という。）（平成１７年法律第１２３号）、児童福祉法（昭和２２

年法律第１６４号）の規定に基づき実施する社会福祉法人（以下「法人」という。）及び

社会福祉施設（以下「施設」という。）に対する運営指導及び監査についての基本的事項

を定める。 

 

（対象法人・施設） 

第２条 運営指導及び監査の対象法人及び施設は、次のとおりとする。 

（１）社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第２２条に規定する社会福祉法人 

（２）別表１に掲げる社会福祉施設 

 

（監査の連携） 

第３条 健康福祉部長（以下「部長」という。）は、監査の統一的かつ円滑な実施を図るた

め、健康福祉部の部長、次長、こども未来部の部長、次長、健康福祉部福祉監査課長及び

監査の対象となる法人及び施設等を所管する課長（以下「所管課長」という。）で構成す

る連絡調整のための組織を設け、監査に係る必要な事項等を協議するものとする。 

２ 前項の組織の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（社会福祉法人理事長等会議の開催) 

第４条 法人及び施設に対する運営指導及び監査を実効あるものにするため、部長は、社会

福祉法人理事長等会議を開催するものとする。 

２  前項の細部については、別に定める。 

 

（運営指導・監査方針等） 

第５条 部長は、社会福祉法人・社会福祉施設運営指導及び監査実施要領並びに市内の法人

の現状を踏まえ、毎年度当初に当該年度の法人及び施設に対する運営指導方針及び監査方

針並びに重点指導事項（以下「運営指導・監査方針等」という。）を策定する。 

 

（実施計画） 

第６条 部長は、当該年度の運営指導方針・監査方針等に基づき、運営指導及び監査を開始

するときまでに運営指導実施計画書及び監査実施計画を策定する。 

 

 第２章 運営指導 

（運営指導の実施機関） 

第７条 法人及び施設に対する運営指導は、部長が所掌し、所管課長と連携を図りながらこ

れを実施する。 

 

（運営指導の実施時期及び方法） 

第８条 新たに設立した法人（以下「新設法人」という。）については、設立後の早い時期

に実地により指導を行うものとする。 

２ 新設法人が施設を設置する場合及び既設法人が新たに施設を設置する場合には、原則と

して、施設開所前及び開所後の早い時期に実地により指導を行うものとする。 



- 2 - 

 

 

（運営指導の手続き等） 

第９条 運営指導の手続き等は、次のとおりとする。 

（１）運営指導日数は、原則として、１日とする。 

（２）運営指導は、原則として、福祉監査職員２名以上をもって編成する指導班が行うもの

とし、必要に応じて障がい福祉課、長寿福祉課、介護保険課、こども家庭課、幼保企画

課、幼保支援課（以下「関係所管課」という。）職員１名以上を指導班に加え、実施す

るものとする。 

（３）運営指導を行う場合、法人代表者又は施設長（以下「法人代表者等」という。）に対

して、あらかじめ文書により通知し、指導に要する関係資料の提出を求めるものとす

る。 

 

第３章 監査 

 第１節 監査の種類及び実施機関 

（監査の種類） 

第１０条  法人及び施設に対する監査は、一般監査及び特別監査とする。 

 

（監査の実施機関）  

第１１条 監査は、部長が所掌し、福祉監査課及び関係所管課がこれを実施する。 

 

第２節 一般監査 

（監査の実施回数等） 

第１２条  一般監査は、次のとおりとする。 

（１）法人については､ 原則として､３年に１回、実地監査の方法により実施することとす

る。 

（２）施設については､ 原則として､３年に１回、実地監査の方法により実施することとす

る｡ 

ただし、児童福祉施設については、毎年１回、実地監査の方法により実施するものと

する。  

２  監査の結果等から、適正な施設運営が確保されていない法人及び施設に対しては、実地

監査を随時実施するものとする。 

（監査の手続き等） 

第１３条 実地監査の手続き等は、次のとおりとする。 

（１）通常監査 

ア 法人及び施設に対して事前に通知を行い、法人及び施設の管理運営状況全般を対象

として実施する。ただし、事前に通知することにより適切な入所者処遇の確保、運営

管理体制の確立、適切な職員処遇の確保等、監査の目的が十分に達せられないおそれ

がある場合には、上記によらず監査開始時に文書を提示するなどの方法により実施す

ることができるものとする。 

イ 監査日数は、原則として、法人及び施設を各１日とする。 

ただし、必要に応じて半日とすることができる。 

ウ 監査は、原則として、福祉監査課長が指名する福祉監査職員２名以上をもって編成

する監査班が行うものとし、そのうち１名については、主査相当職以上の職にある者

を指名するものとする。 

エ 施設等の監査については、原則、福祉監査職員が行うこととする。 

ただし、必要に応じて当該施設等を所管する関係所管課職員を加えるものとする。 

オ 監査資料は、福祉監査課長が指定する日までに提出するよう法人理事長等に求める

ものとする。 
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カ 監査班の上席者は、法人及び施設の現状及び前回監査の指摘事項に対する改善状況

等について、法人理事長等に説明を求めるものとする。 

キ 監査班の上席者は、監査終了後、関係役職員の出席を求め、講評及び必要な指示を

行うものとする。 

 

（２）確認監査 

ア 法人及び施設に対して事前に通知を行い、法人及び施設に対する監査指摘事項の改

善状況を対象として実施する。 

  イ 確認監査の手続きについては、上記通常監査に準じて実施するものとする。 

 

（監査の指摘基準） 

第１４条 監査等の指摘基準は、別表２のとおりとする。 

 

（監査結果の通知及び報告） 

第１５条 監査結果については、文書をもって法人理事長等に対し通知するものとする。こ

の場合において、改善を要する事項があるときについては通知し、所要の措置・改善結果

を求めるものとする。 

２ 前項の改善を要する事項に対する改善結果報告については、通知をした日から３０日以

内に提出するよう法人の理事長等に求めるものとする。 

３ 福祉監査課長は、報告を受けた改善結果報告書の状況をその都度関係所管課長へ合議す

る。 

４ 福祉監査課長は、是正又は改善措置を終えていないと認められる事項については、所管

課長への指導の依頼又は確認監査を行うものとする。 

５ 所管課長は、前項の規定による依頼を受けたときは、法人理事長等に対し必要な指導を

行い、その結果について依頼を受けた日から２か月以内に福祉監査課長へ報告する。 

 

 第３節 特別監査 

（監査の実施方法等） 

第１６条  特別監査は、随時、事業運営及び施設運営に不正又は著しい不当があったことを

疑うに足りる理由があると認められる法人及び施設のほか、特に必要があると認められる

法人及び施設に対し、特定事項について実地監査の方法により実施することとする。 

 

（監査の手続き等） 

第１７条 実地監査の手続き等は、第１３条の規定に準じて実施するものとするが、監査班

については、関係所管課の職員が加わるものとする。 

 

（監査結果の通知及び報告） 

第１８条 監査結果の通知及び報告については、第１５条の規定に準じて行うものとする。 

 

（監査後の措置） 

第１９条 監査の指摘事項について、改善が図られない場合は、個々の内容に応じ、社会福

祉法第５６条、第５７条、第５８条、第７１条及び第７２条、老人福祉法第１９条、障害

者総合支援法第８６条、児童福祉法第４６条等の規定により改善命令等所要の措置を講ず

るものとする。 

 

 

第４章 運営指導及び監査の結果等 

（国への報告） 
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第２０条 部長は、福祉監査課及び関係所管課が実施した監査の取りまとめ結果について、

国に報告するものとする。 

 

（監査結果等の公表） 

第２１条 運営指導及び監査の結果等については、別に定めるところにより公表するものと

する。 

 

（介護保険法等に基づく実地指導等との調整） 

第２２条 運営指導及び監査の実施にあたっては、効率的・効果的な運営指導及び監査を行

うため、介護保険法及び障害者総合支援法に基づく実地指導等との調整を図るものとす

る。 

      

（要領等への委任） 

第２３条 運営指導及び監査に関する必要な事項は、この要綱に定めるもののほか、別に定

める要領による。 

 

 

附 則 

１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

２ 福島市社会福祉法人運営指導及び監査実施要綱（平成２５年４月１日施行）について

は、廃止する。 

 

３ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

４ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

５ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

６ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

７ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 
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別表１（第２条関係） 

指導監査対象社会福祉施設 

  

区分等（根拠法等） 施設名称等 

１ 老人福祉施設 

（老人福祉法第５条の３） 

 

（１）養護老人ホーム 

（２）特別養護老人ホーム 

（３）軽費老人ホーム 

 

２ 障害者支援施設 

  （障害者総合支援法第５条第１１項） 

（１） 障害者支援施設 

 

３ 児童福祉施設 

（児童福祉法第６条の３第１０項及

び第１２項並びに第７条第１項） 

 

（１）保育所 

（２）母子生活支援施設 

（３）認定こども園（幼保連携型） 

（４）小規模保育事業 

（５）事業所内保育事業 

 

４ その他の社会福祉施設 

  （社会福祉法第２条第２項第７号） 

  

（１）授産施設 
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別表２（第１４条関係） 

 

社会福祉法人及び社会福祉施設監査における指摘基準 

 

監査等の結果は、社会福祉法人（以下「法人」という。）及び社会福祉施設（以下「施

設」という。）の事務の執行及び経営に係る事業の管理を適正に行うことから、次のとおり

区分するものとする。 

 

区 分 基本的な考え方 報告の要否 

文書指摘 次の事項に該当する場合には、原則として文書により指摘する。 

ア 法人・施設に関する法令に違反している場合 

イ 指導監査に関する通知の最低基準に抵触している場合（ただし、

口頭指摘に係るものを除く） 

ウ 毎年市が別に定める重点指導項目において要求した内容を充足し

ていないと認められる場合（ただし、口頭指摘に係るものを除く） 

エ 定款、経理規程その他の法人の定める規則等に違反又は不備があ

る場合 

オ 利用者支援（処遇）に関して、人権侵害など不適正な状況が認め

られる場合 

カ 防災体制、衛生管理体制、事故防止体制が不適切であるため、利

用者の安全の確保等に問題を生じている場合 

キ 不適切な資産管理、累積赤字の増大などにより、法人運営を総合

的に勘案した場合、その適正運営に重大な懸念があると思われ、改

善を求める必要があると認められる場合 

ク 経理処理の誤りなどにより、金銭上の是正措置が必要な場合 

ケ 過去の監査において継続的に指導しているにもかかわらず、改善

が図られていなかった場合で、必要があると認められる場合（改善

の意思が見られず、口頭指摘によっては改善が期待できないと思わ

れる場合） 

コ 関係所管課等との協議の結果、特に文書指摘とする必要が認めら

れる場合 

サ その他、法人の適正な運営に重大な影響を及ぼす恐れがある場合 

当該社会福

祉法人から

その改善状

況の報告を

求めるもの

とする。 

 

口頭指摘 次の事項に該当する場合には、口頭により指導する。 

ア 当該事実が比較的軽微な事務的な漏れや誤り等であり、それが偶

発的なものと認められ、すぐに措置又は改善が可能である場合 

ただし、前回監査において同様の指摘・指導を受けており、口頭

指導によっては改善が期待できない場合を除く。 

イ 法令等で求められている基準等を満たしていないことについて、

その原因、経過等にやむを得ない事情があると認められる場合 

ウ 文書指摘に該当する事実があったものの、既に改善が図られてお

り、監査時点では特に問題がないことから、文書により改善を求め

る必要がないと判断される場合 

改善状況の

報告は求め

ず、次回監

査の際に改

善状況を確

認する。 

助  言 次の事項に該当する場合には、助言することができる。 

ア 法令または通知の違反は認められないが、法人運営に資するもの 

イ 監査調書等の着眼点に反しているとまではいえないが、利用者ニ

ーズの尊重、多様な福祉サービスを総合的に提供する上で事業を確

実、効果的かつ適正に行うため、改善が望まれるもの 

 


